
認知症バリアフリーWG

令和７年度の取組事項に関する報告

認知症バリアフリーWG座長 田中 滋



1

令和７年度 認知症バリアフリーWGの主な取組事項

１．認知症バリアフリー宣言の普及に関する取組

２．認知症バリアフリー社会実現のための手引きの作成

３．認知症バリアフリー情報交換会の実施
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１．認知症バリアフリー宣言の普及に関する取組
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認知症バリアフリー宣言の概要

• 認知症バリアフリー宣言は、「企業・団体等が認知症バリアフリー推進に向けての方針・方向性等を示し、見える化することにより、
認知症の人や家族等にとって安心して店舗やサービス・商品を利用できる環境を提供するとともに、認知症バリアフリー社会の機
運を醸成すること」を目的として、令和４年(2022年)3月より開始。

• 宣言の登録にあたっては、以下４つの基準を設定しており、全ての項目での取組が必要。取組は今後実施予定である旨を宣
言することでも足りるが、実績を求められると誤認し、ハードルの高さを感じている企業等もある。

• これまで、申請時及び2年に1回の更新時には、事務手数料として「5,000円」の支払いを申請企業に求めてきた。

認知症バリアフリー宣言の登録基準

出所：一般財団法人日本規格協会「厚生労働省 令和３年度 老人保健健康増進等事業 認知症に関する企業等の『認知症バリアフリー宣言（仮称）』
及び認証制度の実施及び普及に向けたあり方に関する調査研究事業企業・団体の皆様にご参加いただくためのガイドブック 」
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No 企業・団体名 所在地 業種

2024年度

29 合同会社トラベルケアふくおか 福岡県
生活関連サービス業/
娯楽業

30 LOOVIC株式会社 神奈川県
学術研究/
専門・技術サービス業

31 司法書士法人ともえみ 大阪府
サービス業
（他に分類されないもの）

32 豊鉄バス株式会社 愛知県 運輸業/郵便業

33 豊橋鉄道株式会社 愛知県 運輸業/郵便業

34 一般社団法人 おか桃会 岡山県 医療/福祉

35 株式会社パーソン・サポート絆 福岡県 医療/福祉

36 株式会社デニーズジャパン 東京都 宿泊業/飲食サービス業

2023年度

37 第一生命保険株式会社 東京都 金融業/保険業

38 第一フロンティア生命保険株式会社 東京都 金融業/保険業

39 株式会社セットアップ 岡山県 情報通信業

40 SOMPOコーポレートサービス株式会社 東京都
サービス業
（他に分類されないもの）

41 SOMPOケアフーズ株式会社 東京都 医療/福祉

42 株式会社Sun・Ju・想 北海道 医療/福祉

2022年度
43 SOMPOホールディングス株式会社 東京都 金融業/保険業

44 株式会社プライムアシスタンス 東京都
サービス業
（他に分類されないもの）

45 トリニティ・テクノロジー株式会社 東京都
サービス業
（他に分類されないもの）

46 SOMPOケア株式会社 東京都 医療/福祉

47 株式会社ハラダ事務機商会 大阪府 卸売業/小売業

48 SOMPOダイレクト損害保険株式会社 東京都 金融業/保険業

49 明治安田生命保険相互会社 東京都 金融業/保険業

50 愛知県中央信用組合 愛知県 金融業/保険業

51 SOMPOひまわり生命保険株式会社 東京都 金融業/保険業

認知症バリアフリー宣言の状況
• 現在、認知症バリアフリー宣言を行っている企業・団体は計67団体（令和８年3月2日現在）

No 企業・団体名 所在地 業種

2021年度

52 日本生命保険相互会社 大阪府 金融業/保険業

53 三井住友信託銀行株式会社 東京都 金融業/保険業

54 但陽信用金庫 兵庫県 金融業/保険業

55 朝日生命保険相互会社 東京都 金融業/保険業

56 社会福祉法人 晋栄福祉会 大阪府 医療/福祉

57 太陽生命保険株式会社 東京都 金融業/保険業

58 株式会社七十七銀行 宮城県 金融業/保険業

59 フコクしんらい生命保険株式会社 東京都 金融業/保険業

60 株式会社三井住友銀行 東京都 金融業/保険業

61 アーバン警備保障株式会社 大阪府
サービス業
（他に分類されないもの）

62 損害保険ジャパン株式会社 東京都 金融業/保険業

63 岡三にいがた証券株式会社 新潟県 金融業/保険業

64 住友生命保険相互会社 大阪府 金融業/保険業

65 株式会社福井銀行 福井県 金融業/保険業

66 株式会社イトーヨーカ堂 東京都 卸売業/小売業

67
社会福祉法人敬愛園
（介護老人福祉施設アットホーム福岡）

福岡県 医療/福祉

2024
年度

No 企業・団体名 所在地 業種

2025年度
1 株式会社コープデリフーズ 埼玉県 製造業

2 株式会社コープデリサービス 埼玉県 複合サービス事業

3 コープデリ酒類販売株式会社 埼玉県 卸売業/小売業

4 生活協同組合パルシステム神奈川 神奈川県
サービス業
（他に分類されないもの）

5 協栄流通株式会社 埼玉県 運輸業/郵便業

6 株式会社協同開発 埼玉県 不動産業/物品賃貸業

7 株式会社トラストシップ 埼玉県 運輸業/郵便業

8 大和ライフネクスト株式会社 東京都 不動産業/物品賃貸業

9 京都信用金庫 京都府 金融業/保険業

10 株式会社コープデリ保険センター 埼玉県 金融業/保険業

11 生活協同組合コープみらい 埼玉県 複合サービス事業

12 コープデリ生活協同組合連合会 埼玉県 複合サービス事業

13 大同生命保険株式会社 大阪府 金融業/保険業

14 社会福祉法人ぱる 埼玉県 医療/福祉

15 とやま生活協同組合 富山県
サービス業
（他に分類されないもの）

16
一般社団法人
日本意思決定支援推進機構

京都府 医療/福祉

17 みやぎ生活協同組合 宮城県 卸売業/小売業

18 社会福祉法人協同福祉会 奈良県 医療/福祉

19 日本医療福祉生活協同組合連合会 東京都 医療/福祉

20 生活協同組合パルシステム埼玉 埼玉県
サービス業
（他に分類されないもの）

21 生活協同組合コープあいち 愛知県
サービス業
（他に分類されないもの）

22 静岡県 静岡県
公務（他に分類されるものを
除く）

23 福井県民生活協同組合 福井県 複合サービス事業

24 株式会社マルタケ 新潟県 卸売業/小売業

25 大樹生命保険株式会社 東京都 金融業/保険業

26 全国コープ福祉事業連帯機構 東京都 医療/福祉

27 日本生活協同組合連合会 東京都 卸売業/小売業

28 株式会社サーベイリサーチセンター 東京都
サービス業
（他に分類されないもの）
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認知症バリアフリー宣言等検討委員会の設置
• 認知症基本法や認知症施策推進基本計画で定める共生社会の実現に向け、認知症バリアフリー

宣言制度をより一層普及拡大させるための取組や、認知症バリアフリー社会実現のための手引
きの今後の作成方針等について検討する委員会を、認知症バリアフリーWGに設置

• 認知症バリアフリー宣言検討委員会の委員構成や開催状況については、以下のとおり

氏名 ご所属

伊藤 浩美 株式会社福井銀行 リスク統括グループ コンプライアンス統括チーム

内田 知康 静岡県 健康福祉部 福祉長寿局 福祉長寿政策課 福祉長寿政策班長

小山 遊子 株式会社イトーヨーカ堂 サステナビリティ推進部 総括マネジャー

成本 迅

【座長】

京都府公立大学法人 京都府立医科大学大学院

医学研究科 精神機能病態学 教授

根本 豊 株式会社HAKUHODO ITTENI取締役 戦略コンサルティング本部 統括

藤田 和子 一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 相談役理事

松尾 真二 さいたま市 福祉局 長寿応援部 いきいき長寿推進課 係長

矢吹 知之 高知県立大学 社会福祉学部 教授

山中 しのぶ 一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 代表理事

和田 誠 公益社団法人認知症の人と家族の会 代表理事

【令和７年度 開催日程】
• 第１回：8月18日（月）10:00-12:00
• 第２回：9月19日（金）10:00-12:00
• 第３回：12月5日（金）10:00-12:00

【主な検討事項】
•認知症バリアフリー宣言の今後のあり方

•認知症バリアフリー社会実現のための手引きの
今後の作成方針 等

【認知症バリアフリー宣言等検討委員会 委員名簿 ※50音順、敬称略】
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• 検討委員会及びバリアフリーWGで議論した結果、認知症バリアフリー宣言制度のより一層の普及拡大による
共生社会実現に向けた機運醸成を図るため、令和８年度から、以下の５つの方針に従って各取組を実施
することを決定。

令和８年度の認知症バリアフリー宣言制度に関する取組方針

1. 宣言の登録基準（人材育成、地域連携、社内制度、環境整備）の弾力化
➢ 原則として4項目での申請を求める運用は維持しつつ、

• 実施済みの取組に限らず、実施を予定もしくは検討している段階での申請も可能であることを広く周知する。
• 業種や業態の特殊性、企業規模の制約等から正当な理由がある場合、一部項目について取組実績及び取組予

定が無くても、例外的に宣言を認める。（例：個人事業主による申請で、「社内制度」の取組がない場合）

2. 自治体単位で実施されている類似の登録制度との連携の強化 
➢ 自治体独自の認定・認証制度の実態を定期的に把握し、認知症バリアフリー宣言ポータル上でその内容を発信する。
➢ 国と自治体間で、宣言・認定・認証制度に登録している企業・団体等の好事例や企業・団体等の活動に資する情報やナ

レッジの共有が効果的に行われるようにする。

3. 宣言企業・団体等と本人の関わりの強化 
➢ 宣言企業や宣言検討中の企業・団体等と認知症の人が対話をする機会を定期的に設け、企業側の気づきを促すなど、

バリアフリーに関する取組を支援

4. 宣言を行った企業・団体の取組を支援する仕組みの充実 及び 
宣言制度及び宣言企業・団体に関する情報発信の充実
➢ 宣言企業等が、認知症の人や有識者等とバリアフリーに関する取組について対話・相談できる機会を提供
➢ ロゴや掲示用ステッカー等を活用した啓発活動等、宣言制度の情報発信を強化

5. 宣言手数料の見直し
➢ 申請及び更新時の宣言手数料5,000円の徴収は行わない。

令和8年度の認知症バリアフリー宣言制度に関する取組方針
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２．認知症バリアフリー社会実現のための手引きの作成
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• 認知症バリアフリー社会実現のための手引きは、認知症の人と接する機会の多い業種に対して、認知症とともに生きることや接
遇のポイントを知ってもらうことを目的に作成。令和６年度までに計12種作成済み。

• 本年度（令和７年度）は「飲食店」及び「家電量販店」に関する手引きを作成。認知症施策推進基本計画等の記載をふ
まえ、認知機能の障害という障害の特性によって生ずる当該業種におけるバリアを認知症の人と家族等と共に丁寧に探究し
ながら、策定を進めている。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

レジャー・
生活関連

金融

小売

住宅

策定目的
認知症バリアフリー社会実現の手引きを参考
に、各業界・企業での独自の接遇マニュアル
の作成を促すことを目的として策定する。

留意事項集

策定した手引きの業種 その他成果物

図書館

薬局・
ドラッグストア

運動施設

配食等

策定目的
従業員が困った場面での対応方法に焦点を当てるのではなく、
認知症になってからも利用しやすい環境づくり等、認知機能の障害という
障害の特性によって生ずるバリアの軽減を目指すことを目的として策定する。

携帯ショップ

旅館・ホテル

宅配

メディア 家電量販店

飲食店

「認知症バリアフリー社会実現のための手引き」の策定状況
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• テーマごとに手引き作業委員会を立ち上げ、手引きの構成・内容等について検討。

• 今年度から認知症の人が実際に店舗を利用し、企業と対話しながらバリアについて考える会を新たに実施。

認知症バリアフリー社会実現のための手引き 手引き作業委員会

氏名 ご所属

板谷 慎治
株式会社アレフ 店舗運営本部 直営店舗運営部 

北海道・東北ゾーン ブロックリーダー

葛西 渚 株式会社アレフ SDGs推進部

紀伊 信之

【座長】

日本認知症官民協議会 事務局（株式会社日本総合研究所

リサーチ・コンサルティング部門 部長/プリンシパル）

小城 哲郎 全国飲食業生活衛生同業組合連合会 専務理事

藤田 和子 一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 相談役理事

牧野 晋也
株式会社デニーズジャパン

総務部サステナビリティ推進兼お客様相談  総括マネジャー

山中 しのぶ 一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 代表理事

和田 誠 公益社団法人認知症の人と家族の会 代表理事

【飲食店手引き作業委員会 ※50音順、敬称略】

氏名 ご所属

紀伊 信之

【座長】

日本認知症官民協議会 事務局（株式会社日本総合研究所

リサーチ・コンサルティング部門 部長/プリンシパル）

小井戸 凌
株式会社ヤマダホールディングス

人事総務本部 サステナビリティ推進部 サステナビリティ課

近藤誠一郎

(原田 学)

株式会社エディオン

総務人事本部 人材開発統括部 CS推進部 部長

近藤 徹也
株式会社ヤマダホールディングス

サステナビリティ推進部 部長

田丸 博一
株式会社エディオン

総務人事本部 人材開発統括部 人材開発部 部長

藤田 和子 一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 相談役理事

山中 しのぶ 一般社団法人日本認知症本人ワーキンググループ 代表理事

和田 誠 公益社団法人認知症の人と家族の会 代表理事

【家電量販店手引き作業委員会 ※50音順、敬称略】

【開催日程】
• 第１回：9月24日（月）9:00-11:00
• 第２回：1月28日（水）14:00-16:00

【開催日程】
• 第１回：10月2日（月）10:00-12:00
• 第２回：1月19日（月）14:00-16:00
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認知症バリアフリー社会実現のための手引き（飲食店編）
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認知症バリアフリー社会実現のための手引き（家電量販店編）
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• 検討委員会及びバリアフリーWGで議論した結果、業種別手引きの更なる普及・活用促進を計画的に進め
るため、手引きに関する「ロードマップ」を策定するとともに、業界団体と連携しながら手引きを効果的に活用す
るためのモデル的な取組を実施することを決定。

令和８年度の業種別手引きに関する取組方針

1. 業種別の手引きに関する「ロードマップ」の策定
➢ 作成開始から5年以上経過し、対象業種も一定規模（令和７年度までに計14業種）に達していることや、この間に認知

症基本法が施行、認知症施策推進基本計画が閣議決定されたことを踏まえ、手引き作成の目的等について改めて整理
する必要がある。

➢ そこで、来年度は、手引きに関する認知症の人からの期待や要望、現場での活用状況等を改めて確認し、これまでの成果
や課題等を総括したうえで、新規作成等に関する方針や、普及・活用促進策等を含む手引きに関する「ロードマップ」の
策定を行う。

【 「ロードマップ」の策定に向けた取組】
• 手引きに関する認知症の人の期待や要望の確認
• 企業等における手引きの活用状況等に関する実態把握
• 国及び都道府県等で作成されている類似のガイドライン・手引きの策定状況の確認

✓ 国土交通省「交通事業者に向けた接遇ガイドライン」、消費者庁「認知症の人にやさしい対応のためのガイド」等

2. 本年度作成した手引き（飲食店、家電量販店）の普及・活用促進に向けたモデル的な取組の実施
➢ 飲食店、家電量販店の手引きについて、業界団体等と連携し、普及・活用促進に向けた取組みを実施する

✓ 業種別の勉強会・セミナー、研修用の動画制作等を想定。

令和8年度の業種別手引きに関する取組方針
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３．認知症バリアフリー情報交換会の実施
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認知症バリアフリー情報交換会の開催報告

• 経済産業省と共催で、認知症バリアフリー情報交換会を令和７年(2025年)11月21日に開催。

• 企業、自治体、認知症の人や家族等、計323名（内、現地118名）が参加。

日時

• 2025年11月21日（金）
企業展示 : 13時00分～14時00分
情報交換会 ：14時00分～16時00分
交流会 ：16時10分～17時00分

参加者

• 情報交換会：323名
現地会場参加者：118名（登壇者、関係者含む）

オンライン参加者：205名（事前申込者ベース）
• 出展企業数：16社

会場 • TKP新橋カンファレンスセンター ホール16C・D

演題 登壇者（敬称略）

厚生労働省における
認知症関連施策の動向

厚生労働省 老健局
認知症総合戦略企画官 野村晋氏

経済産業省における
認知症関連施策の動向

経済産業省 商務・サービスグループ
ヘルスケア産業課 企画官 小野聡志氏

本人から企業への
メッセージ

一般社団法人
日本認知症本人ワーキンググループ
山中しのぶ氏、藤田和子氏
かながわオレンジ大使（認知症本人大使）
前田博樹氏

認知症バリアフリー
企業へのメッセージ

公益社団法人 認知症の人と家族の会
和田誠氏

企業の実践事例の紹介

一般社団法人 全国コープ福祉事業連帯機構
本木時久氏 

株式会社福井銀行 伊藤浩美氏

四日市市介護予防等拠点施設 
ステップ四日市 上田奈央氏
四日市市在住 北原浅雄氏

一般社団法人 日本介護美容セラピスト協会
酒井宗政氏

講演会 交流会・企業展示
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